施設園芸省エネ化推進事業実施要領
（趣旨）

第１　県は，県内の農業者が施設園芸の省エネ化に取り組み，燃料価格の高騰による影響を受けにくい体制への転換を図ることを支援するため，施設園芸省エネ化推進事業（以下「本事業」という。）を実施することとし，本要領において，必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２　この要領において知事が認定する事業計画を，「施設園芸省エネ化推進事業実施計画」（以下，「事業実施計画」という。）という。
（本事業の内容）

第３　本事業の実施主体，内容及び採択要件は別表１のとおりとし，その他運用に必要な事項については，別に定める。
（計画承認申請）

第４　本事業に係る事業実施計画の認定を希望する事業実施主体は，別記様式第１号に下記の書類を添えて，知事に申請を行うものとする。
　（１）事業計画総括表（別紙１）

（２）施設の図面又は写真（施設の構造及び概要がわかるもの）

（３）加温装置の設置状況がわかる写真

（４）購入を予定している資材，機器及びメンテナンスに係る２社以上の見積書（今後において資材，機器の導入や暖房機のメンテナンスを実施する場合）
（５）資材及び機器の導入やメンテナンスの実施を証明する書類，請求書，領収書（既に導入やメンテナンスが完了している場合）
（６）実施設計書（別紙２）

（６）暴力団排除に関する誓約書（別記様式第２号）

（７）法人の登記事項証明書（法人のみ。申請日の３か月以内に発行された原本）

（８）組織の規約及び構成員の名簿（任意団体のみ）
（９）その他知事が必要と認める書類

２　前項の規定による申請の提出期限は，知事が別に定めるものとする。
（審査）

第５　知事は，前項に規定する事業実施計画の申請があったときは，当該計画書の内容を審査し，認定の可否を事業実施主体に通知するものとする。
（支援施策等）

第６　前項の規定により知事の認定を受けた事業実施主体（以下「支援対象者」という。）は，別に定めるところにより，施設園芸省エネ化推進事業費補助金を申請することができるものとする。

（事業実施期間）

第７　本事業は，令和４年７月１日から令和６年１月３１日の期間内において，資材及び機器の導入，施工，メンテナンスならびにその支払いが実施される計画を認定の対象とする。
　（事業の指導推進）
第８　県は，事業の円滑かつ適正な推進を図るため，支援対象者等との間に緊密な連携を図りながら，他の計画，事業との整合性及び関連に配慮するとともに，必要な指導及び助言を行うものとする。
２　地方振興事務所又は地域事務所は，農業改良普及センター等関係地方機関及び関係農業団体との連携の下に，事業の円滑かつ適正な推進に努めるものとする。
（事業計画の変更等）

第９　支援対象者は，認定を受けた事業実施計画の内容を変更する場合においては，別記様式第３号により知事の承認を受けるものとする。ただし，変更が軽微なものであって，事業計画全体に著しい変更を及ぼさない場合は，この限りでない。

２　支援対象者は，省エネ化計画を中止し，又は廃止する場合においては，別記様式第４号により知事の承認を受けるものとする。

３　知事は，第５の規定により認定を受けた事業実施計画に虚偽の記載があった場合又は当該計画に従って事業が行われていないと認めるときは，その認定を取り消すことができる。

（調査）

第１０　知事は，特に必要と認めた場合には，支援対象者に対して，実施状況等を明らかにするために，関係帳簿その他必要な書類の調査を行うことができるものとする。

（書類の提出経由）

第１１　この要領により知事に提出する書類は，事業実施箇所を所轄する地方振興事務所又は地域事務所を経由するものとし，地方振興事務所長又は地域事務所長は，必要に応じて写しを取り保管するものとする。
２　事業実施箇所が複数の圏域にまたがる場合は，その主たる事業実施箇所を所轄する地方振興事務所又は地域事務所を経由するものとする。
（その他）

第１２　この要領に定めるもののほか，この事業の実施について必要な事項については，別に定める。

附　則

この要領は，令和５年２月１６日から施行する。
